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立ち位置

文化財情報研究室
主任研究員

文化財情報係 係員（兼務）
（情報インフラ・図書・リポジトリ）
情報システムセキュリティ責任者

個人研究（採石技術）

■出自
歴史学（修士）
前職：金融系SE（DB/インフラ）

■３つの立場
①生産者：フィールドワーク（データ作成）
②管理者：データ整理、データ流通、人材育成

システム研究開発、情報インフラ、国際連携
③利用者：調査研究

文化財防災センター
（併任）

神戸深江生活文化史料館
研究員



【文化財情報研究室】
デジタルアーカイブ・
データベース・自治体担当者研修 etc

(独)国立文化財機構

奈良文化財研究所

遺跡GIS課程
文化財デジタルアーカイブ課程

QGIS演習の様子



今日の内容

〇前提

○活動にて苦労した点

○電子化の利点

○自然史系博物館へ



前提



発掘作業 報告書作成

発掘調査

整理作業

・年間約千数百冊発行される
・報告書は、調査成果をまとめた重要な資料
永久に保管するべきもの

・定性的なデータ多い。ＤＢ化が難しい。。。



近年の日本の埋蔵文化財行政
・発掘調査：年間約8000件

・緊急発掘費用：年間約
600億円

・報告書：年間1500冊

・総遺跡数：46万
（周知の埋蔵文化財包蔵地）

・ 全国自治体・法人調査組
織に専門職5600名配置

遺跡地図の例：赤線の範囲内が遺跡（東京駅周辺）

文化庁 埋蔵文化財関係統計資料―平成２８年度―

http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/shokai/pdf/h29_03_maizotokei.pdf

情報量が多すぎて探せない

http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/shokai/pdf/h29_03_maizotokei.pdf


「年度末に刊行される発掘調査報
告書も、その活用度はけっして高
くはない。いわば制御できないほ
どの情報を、日本考古学は抱えて
しまった」

広瀬和雄 2015「解説」『考古学で現代を見る』



人間不可読なテキスト量
情報アクセスに機械にも手伝ってもらう時代



➢ 発掘調査報告書を全文電子化して、大学等に設置したリポジトリ・
サーバにアーカイブし、Web上で無償公開する取り組み

➢ 国立情報学研究所(NII)の最先端学術情報基盤整備(CSI)委託事業
として、2008年度に中国地方の国立5大学（代表機関が島根大
学）でスタートしたプロジェクト（遺跡資料リポジトリ・プロジェクト）で、
最終年度（2012）には21大学まで拡大

➢ 2015年度に奈文研にシステム統合（全国遺跡報告総覧プロジェクトに改称）

年月 主なトピック
電子化件数
(累計)※

2008(H20)年度

➢ 中国地方５県域(大学)で運用開始
➢ システム開発・各大学への導入
➢ メタデータの収集・作成開始(奈文研とも連携)
➢ 報告書の電子化開始(CSI事業費)

920冊

2009(H21)年度
➢ 12府県域(大学)へ拡大
➢ 横断検索・全文検索などシステム改修
➢ 報告書の電子化(CSI事業費／科研費)

4,552冊

2010(H22)年度

➢ 20府県域(大学)へ拡大
➢ NII共同サーバ上にシステム構築(新規参加大学向

け)
➢ プロジェクト推進体制の整備(部会の設置)
➢ オープンカンファレンス開催(2010.12@大阪大)
➢ 報告書の電子化(CSI事業費／科研費)

7,525冊

2011(H23)年度

➢ 自治体セルフ・アーカイブ移行のためのシステム
改修

➢ 全国の自治体にアンケート調査を実施
➢ プロジェクトが推進する電子化仕様の公開
➢ ワークショップ開催(2010.11＠NII／同.12＠福

岡)
➢ 報告書の電子化(CSI事業費)

9,771冊

年月 主なトピック
電子化件数
(累計)※

2012(H24)年度

➢ CSI委託事業最終年度
➢ 22府県域(21大学)へ拡大
➢ 報告書の電子化(CSI事業費／科研費)
➢ 奈文研と広域モデル実証実験⇒自治体直接参加開

始
➢ シンポジウム開催(2012.11＠九州大)

11,916冊

2013(H25)年度
➢ 報告書の電子化(科研費)
➢ 奈文研とシステム移行に向けた協議開始

13,510冊

2014(H26)年度

➢ 参加大学による実務者会議で奈文研へのシステム
移行及びデータ統合が決定(2014.11)

➢ 旧システムの凍結及びシステム移行作業(2014.12
～)

14,374冊
(総覧公開時点
での公開件数)

2015(H27)年度
➢ 連携大学による新システムの負荷テスト等の実施
➢ 全国遺跡報告総覧の公開(2015.6)

経緯-灰色文献の解消が目的



■ユーザ側

➢ 入手困難な報告書を閲覧可能

➢ 発掘調査報告書の文章に対し全文検索
可能

➢ 欲しい報告書PDFをダウンロード
可能

■発行機関側

➢無償で文化財関係ＰＤＦを登録可能

➢ ダウンロード状況の統計データの
閲覧可能

➢ 自機関へのHPリンク設定可能

➢イベント情報の登録可能

全国遺跡報告総覧概要

・灰色文献の解消
・蓄積型学問の考古学において、精緻な類例・前例調査が可能
・地域学習や成果の社会還元

https://sitereports.nabunken.go.jp/ja

https://sitereports.nabunken.go.jp/ja


報告書 参考例

浜松城跡8次
http://sitereports.nabunken.go.jp/16977

浜松市



調査研究・公開活用の循環

調査研究事実報告 考察

報告書 生データ 論文

動画イベント

文化財

文化財オンラインライブラリー

行政的に普及活用が重要！



https://current.ndl.go.jp/car/172994



数値の手打ち再入力
図面再トレース



データや成果が一番大事！
業務のやり方を変える！！



文化財データリポジトリ文化財オンラインライブラリー

３Ｄデータ

研究データを登録 研究データを引用使用

論文Ａ

報告Ｂ

デジタルはデジタルで公開する。３Dは３Dで扱う
データ再利用性向上、データや論文の使用/被使用関係を可視化

報告C

・PDF自動出力
・組版不要
・公開に費用不要
・アクセス性向上

高田祐一「データ再利用性と論文アクセス性の向上に向けた奈文研の取組」https://current.ndl.go.jp/e2699



文化財データリポジトリ
https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/search-cultural-
data-repository

各データセットには位置情報や時代等も設定



文化財オンラインライブラリー
https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/onl
ine-library/report/25



https://www.nabunken.go.jp/nabunkenblog/2024/10/2024
0901-opendata.html

画像掲載許諾業務
事務量↓

データリポジトリの推進





【共同研究】全国文化財情報デジタル
ツインの社会実装に関する研究

全国文化財情報デジタルツイン
プラットフォームの構築

2022年6月、奈良文化財研究所と産業技
術総合研究所は共同研究「全国文化財情
報デジタルツインの社会実装に関する研
究」を締結しました。 ２つの目的を掲げ
ています。

1.文化財デジタルデータに関し、データ
仕様およびメタデータの標準化モデルを
作成する
2.文化財デジタルデータに関し、プラッ
トフォームおよびデータ連携基盤を構築
する
これらの目的を実現するために、協力機
関と連携し事業推進しています。

名称：３DDBViewer
開始日時：2022年10月18日
ＵＲＬ：
https://sitereports.nabunken.go.jp/3d
db
※無料で利用できます





図書系情報基盤 ディスカバリーサービス

地公体（都道府県・市町村）・法人調査
組織・博物館・大学・学会等 機関ＨＰ

ＨＰアクセスＵＰ

書誌
遺跡抄録

文化財イベント
文化財動画

書誌
情報

準備中

遺跡
抄録

文化財総覧WebGIS

書誌

時空間

多様な情報

大手ネットサービス

※日本語667記事、英語40記事で引用元
2022.2.10時点

Google
※直接Google検索可能

Wikipedia



全国遺跡報告総覧
年度ごとの利用状況とデータ数の推移

920 

4,552 

7,525 

9,771 

11,916 
13,516 

14,374 
15,930 

18,838 

21,154 

23,075 
24,495 

27,761 

31,089 

34,496 

37,471 

270,948 288,639 
403,724 

551,810 

517,976 

841,770 

977,737 

1,416,171 

1,670,343 

2,320,607 

1,971,911 

2,348,202 

3,091,019 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

0

500000

1000000

1500000

2000000

2500000

3000000

3500000

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

PDF登録件数 ダウンロード数

ダウンロード数 PDF登録件数



活動にて

苦労した点



経緯のまとめ

抄録DB

遺跡DB
（不動産文化財DB）

全国遺跡報告総覧

統合

2003年

InfoLibへ

自
治
体
・
法
人
調
査
組
織

全埋協
抄録DB

統合
2019年1月

2015年

抄録電子データ CDR郵送（2003年から抄録DB開始）

WEB登録（抄録・PDF）

WEB登録（抄録・PDF）

WEB登録
【手動登録】
情報研抄録DB
登録チーム

1994年

抄録
データ連携

報告書郵送（1994年から抄録付加開始）
【手動登録】
情報研遺跡DB
登録チーム

1999年

抄録の
遡及登録開始

2003年から
遺跡DBと抄録DBの内容重複
遺跡DBと抄録DB非連携

文化財総覧WebGIS
2021年7月公開

データ移行

2019年6月

抄録電子データ CDR郵送

システム老朽化

データベース統合（業務統廃合）
重複作業の統合
ＤＢの統合
→リソースの確保



課題
×手入力が多いため、ヒューマンエラーの確率が
高い
×データの表記（時代・種別）が揃わない
×DB登録に手間がかかる。即時反映×

抄録の状況～2019年6月 before



全埋協抄録DB・奈文研抄録DBに分散し
ていたデータを統合（2019年6月完了）



抄録の状況－現在 after

解決
〇データが揃う（システム的な入力制限）
〇登録後、即時反映（モチベーションUP）
〇統合検索



■時空間情報のデータクレンジングが必要

〇時代・種別

データ統合した際、時代や遺跡種別のバラ
つきを機械的に処理できず

例

・縄文草創期～早期アカホヤ降灰以降

・12世紀後半13世紀初頭

・縄文晩期後葉、奈良中期～平安

↓

縄文時代・弥生時代・奈良時代 ・・・



〇遺跡位置情報がバラバラ

日本測地系/世界測地系

10進法/60進法

単純ミス 奈文研による修正

（検知は極力自動化・修正は人力）

・形式不正：修正完了

・海上分：修正完了

・市町村：修正完了（市町村コードごと

に確認していく）

生データ（QGIS表
示）

データクレンジング
のため
Webシステムに取り
込み
・複数人で修正
・入力値自動チェッ
ク
・不備データ表示

完了！！！
ただし市町村内での間違

いは外部からは検知困難

データクレンジングの道のり

間違いを直す



行政的位置づけ





ログイン

※ID配布数：1320 機関(2021年06月10日時点)

全国遺跡報告総覧

文化財WebGIS

遺跡抄録
Web入力

文化財情報
Web入力

自治体 博物館・大学・学会

データ更新登録の流れ【遺跡抄録】
毎年、埋蔵部門から
遺跡抄録を奈文研に
登録するよう事務連
絡を発出

【遺跡以外】
遺跡以外データ登録
は今後の課題

36

定例自動連携処理
定例自動反映処理

機関
抄録自県分ダウンロード可能

不定期連携



全国で説明会を開催
2017・2018・2019年 年５回開催
2024 年３回開催。鹿児島・栃木・福井にて開催



・業務効率UP
・蓄積型学問への対応
・災害対応。熊本地震で効果
・利用者層の拡大 等々

電子化の利点



学生にとって不可欠なもの
・報告書は単体で使
わず、報告書群と
して使うもの。
・そもそも首都圏・
関西圏はNDLや私
立大図書館がある
が、地方は資料収
集困難
・コロナ禍期は、大
学入構すら×
・自宅で卒論・修論

https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/arti
cle/120107





https://ja.m.wikipedia.org/w/index.php?search=insource%3A%22sitereports.
nabunken.go.jp%22&title=%E7%89%B9%E5%88%A5:%E6%A4%9C%E7%B4%
A2&profile=advanced&fulltext=1&ns0=1&searchToken=zhxx7zv3j9pxtz4gmz
w2hmrw

■引用元 1191 記事（20250117）







1190記事（20250117時点）



ADS 事業の経済的リターン
JISC （Joint Information Systems Committee）は、
ADS が管理するデジタルデータの経済的価値を
測るため、専門家に委託して定量的調査を実施

・ ADS への投資費用は、年間120 万ポンドである。
69 万8,000 ポンドがADS 予算で、46 万5,000ポンドが
データ保管収入である。直接的な利用価値は140 万
ポンドで、ADS 予算の2 倍以上の価値がある（図3）。

・ 利用ユーザがADS へのアクセスに支払っても良い
と考えている金額は年間110 万ポンドである。もし
ユーザがADS へのアクセスが不可となった場合、
ユーザの補償はいくら必要かという問いに対し合計
が年間740 万ポンドとなった

「考古学デジタルデータのアーカイブにおけるビジネスモデル－イギリスADS の事例
から－」https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/90271



・ ADS のユーザーコミュニティへの貢献は、教育や研究の効率化

への影響という観点から、少なくとも年間1300 万ポンドから年間

5,800 万ポンドにもなる可能性がある（図5）。

・ ADS データを活用することで、1 週間1 人あたり7 時間の研

究の時間を効率化できる。

・ ADS が保有データへの投資を促進することで、追加のリターン

が実現される可能性があり、30年間で240 万～ 970 万ポンドとな

る。投資に対して、2.1 倍から8.3 倍のリターンがある（図6）。

つまり、データ保存には費用が掛かるものの1 ポ
ンドの投資に対し、8.3 ポンドのリターンが発生
するのである。



データ登録を加速させるにはどう
したらよいか？

手間を最小化する
自動化する
障壁を除外する
Once-only principle（１回限りの入力）
一気通貫

データ価値を最大化する
投下した手間に対してリターンを大きくする
利用者を増やす
インフラ化する

価値＞手間

業務組み換えを促す



１回限りのデータ入力→適切に蓄積

→一気通貫で自動で情報流通

→すべての文化財情報をデジタルで繋げる

→７つの壁を壊す

• 媒体・コンテンツの壁をなくす 図書/デジタルデータ/インターネット/動
画/テキスト

• 認知の壁をなくす 類義語

• 言語の壁をなくす 外国語

• 物理的限界をなくす デジタル化

• データ表現を自由にする ３次元

• 法的課題をうまく処理する 知的財産権

• 業界間をシームレスにする 自業界で閉じない



自然史系博物館へ



・黄金スパイラルどう持ち込むか
利用者増→データ登録の価値増→データ増
→利用者増 →・・・

・知らない人にどう使ってもらうか？
いつのまにかデータを使っている状況を作り出す
多分野データ連携、チャネルを増やす
検索サイトにひっかかるようにする

・古環境×遺跡
古環境を反映したWebGIS

・出土自然資料の展開
発掘報告書から自然史学界データへ



文化財総覧WebGIS:時代別海面
レイヤー（試験版）の実装

〇時代別海面レイヤー（試験
版）
日本では旧石器時代では海水面
が現在より低く、縄文時代では
現在より高い時期がありました。
文化財総覧WebGISでは、各時代
の遺跡を表示できますが、ベー
ス地図も当時の地図が適切と考
え、仮想的に旧石器時代および
縄文時代の時代別海面レイヤー
（試験版）を公開しました。
試験版であって厳密性はありま
せんので、ご参考程度になるこ
とご注意ください。

※産総研シームレス標高タイルを使用



旧石器遺跡・後期旧石器時代
(-120m)の海面

https://heritagemap.nabunken.go.jp/?lat=34.417557&lng=133.781251&zoom=7.6&bearing=0.0&pitch=0.0&cl=historical_sea_level%3A0.47%3A1
%2Chakkututyousaku_idx%3A0.5%3A1%2Cjyobofukugen_idx%3A0.5%3A1%2Cslope%3A0.5%3A1%2Crelief%3A0.25%3A1&bm=pale&bl=heritage_
db_point_idx%3A1%2Cheritage_abstract_idx%3A1%2Cheritage_db_shape_idx%3A0



http://doi.org/10.24484/sitereports.10341

http://doi.org/10.24484/sitereports.10341


宣伝



https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/sea
rch?has_file=x&include_file=include&title
=%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%
E3%83%AB%E6%8A%80%E8%A1%93%E3
%81%AB%E3%82%88%E3%82%8B%E6%9
6%87%E5%8C%96%E8%B2%A1%E6%83%
85%E5%A0%B1%E3%81%AE%E8%A8%98
%E9%8C%B2%E3%81%A8%E5%88%A9%E
6%B4%BB%E7%94%A8

2023年度からオンラインジャーナル化へ
掲載画像等は、データリポジトリとして登録



https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/115623



https://sitereports.nabunken.go.jp/115734

https://sitereports.nabunken.go.jp/115734
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